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ᴮ．問題と目的
　学校教育における生徒指導・教育相談の課題は、時
代や社会状況によって様相を変えながら、ますます難
問化している感がある。非行や校内暴力、いじめや不
登校等の対応をめぐって、生徒指導・教育相談の在り
方や方法は随時見直され、工夫されてきた歴史があ
る。その中でも特に大きな転機となったのは近年のス
クールカウンセラー制度の導入であったと考えられ
る。平成ᴴ年（±¹¹µ年）から心理カウンセリングの専
門家である臨床心理士らがスクールカウンセラーとし
て任用され、全国の公立学校に配置されている。平成
±³年（²°°±年）以降は国の補助事業として位置づけら
れて、任用数と配置校数が拡大された。約一万校を数
える全国の中学校にスクールカウンセラーを配置する
という当初の目標はほぼ達成されており、現在は小学
校や高等学校へのスクールカウンセラーの配置拡大が
課題となっているところである。
　学校組織の内部に心理の専門家を迎えて、教員と協
働して生徒指導・教育相談に取り組むことはわが国に
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とって初めての経験であった。わが国の学校制度や教
育的課題の歴史や特徴、そして職能集団としての心理
専門職の歴史や現状等を勘案すれば、わが国のスクー
ルカウンセラー制度は、欧米のスクールカウンセラー
制度やスクールサイコロジスト制度とは異なった、わ
が国独自の制度として開発され、展開・定着している
と見なすことができる。筆者は、社会的課題や社会的
資源の状況に応じて創意工夫が要求されるスクールカ
ウンセリング関連の諸事業の経緯や現状について、国
や宮城県、仙台市の例などを紹介・記録しながら、そ
の成果や課題について検討してきた（佐藤、²°°±、
²°°²、²°°³、²°°¶ » 佐藤・川村、²°°µ）。生徒指導・
教育相談に関連する内容や領域は広く、取り組むべき
課題は学校領域を超えた広がりをもつ。当然、取り組
みの方法やアプローチもそれに沿ったものが必要とな
る。スクールカウンセリングの取り組みが学校の教員
と教員以外の心理の専門家との協働の形をとったよう
に、学校の外に視野を拡げて、生徒指導・教育相談に
おける取り組みの創造的可能性を探ってゆく必要があ
る。
　以上の問題意識を踏まえて、今回の報告では生徒指
導・教育相談の適応支援における中心的課題である不
登校に関連する地域連携の取り組みをとり上げる。不
登校支援における地域連携という発想もまた、学校・
教員と学校外の人材や社会的資源との協働による取り
組みを目指すものである。本論では、わが国の不登校
支援の一環として位置づけられた地域連携施策の概要
を述べた上で、仙台市の地域連携事業の取り組みを紹
介して、地域連携事業の成果や課題について検討す
る。本論をまとめるにあたっては、文中で紹介した関
係諸資料及び宮城県と仙台市の教育委員会から提供い
ただいた資料や補足的な聞き取りの内容等を参考にし
た。筆者自身、後述するスクーリング・サポート・
ネットワーク（ＳＳＮ）整備事業（以下、ＳＳＮ整備
事業と記述）における宮城県の研修講師を務めた経験
があり、仙台市の不登校支援の連携事業を構成する参
加メンバーの一人でもある。そうした経験を通して得
られた知見も参考にしながら本論を進めたい。
ᴯ．不登校対策における地域連携施策
⑴　わが国の不登校対策における基本方針
　平成±µ年（²°°³年）に文部科学省は初等中等教育局
長名で、各都道府県・指定都市の教育委員会教育長、
各都道府県知事、附属学校を置く各国立大学長、その
他の教育関連施設理事長らに対して、「不登校への対
応の在り方について」という通知（平成±µ年ᴲ月±¶日
付；以下「通知」と記述）を行なった。この通知の内
容は現在のわが国の不登校対策の基本方針を示したも
のとして重要と考える。
　「通知」では、まず不登校児童生徒数が過去最多ᴮ
を更新したことを述べた上で、平成±´年ᴶ月に発足し
た不登校問題に関する調査研究協力者会議において、
平成±µ年ᴰ月に報告書『今後の不登校への対応の在り
方について』（以下、『報告書』と記述）をまとめたこ
とを報告し、その中で述べられている不登校問題の実
態の分析、学校における取り組みの在り方、学校と関
係機関の連携の在り方、その他の事項の検討結果につ
いて、その概要を紹介している。そして『報告書』で
提言された「不登校に対する基本的な考え方」・「学校
における取り組みの充実」・「教育委員会の取り組みの
充実」のᴰつの事柄に留意しながら、不登校に対する
取り組みを一層充実させるよう要請した。本論のテー
マである不登校対策における地域連携の取り組みに関
連するのは、主としてその中の「不登校に対する基本
的な考え方」と「教育委員会の取り組みの充実」の部
分に盛り込まれた内容であり、次節⑵でその概要を紹
介しておく。
⑵　地域連携に関連する内容
　「不登校に対する基本的な考え方」の内容は、①将
来の社会的自立に向けた支援の視点（不登校を心の問
題としてだけでなく進路の問題ととらえて、進路形成
に資する対応をすること）、②連携ネットワークによ
る支援（学校・家庭・地域が連携して支援と学習の機
会を提供すること）、③将来の社会的自立のための学
校教育の意義・役割（学校教育を一層充実させるため
の取り組みを行なうこと）、④働きかけることや関わ
りを持つことの重要性（漫然と待つだけでは状況の改
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⑴　  不登校児童生徒数がピークとなった平成±³年度（²°°±年度）の状況を指す。
善にならないという認識の下に取り組みを行なうこ
と）、⑤保護者の役割と家庭への支援（家庭・保護者
への働きかけと支援を行なうこと）、のᴲ点である（そ
れらは『報告書』第ᴰ章「不登校に対する基本的な考
え方」の部分に該当する）。この中の②が地域連携の
取り組みに直接関連するところである。
　「教育委員会の取り組みの充実」の内容は、①不登
校や長期欠席の早期の把握と対応（学校・家庭・関係
機関等の連携による早期解決を図るための体制の確
立）、②学校等の取り組みを支援するための教育条件
等の整備（教員の資質向上・適切な人的措置・保健室
や相談室等の整備）、③学校における指導等への支援
（モデル的な個別指導記録の作成・転校のための柔軟
な措置）、④適切な対応の見極め（アセスメント）及
びそのための支援体制づくり（専門知識をもつ外部者
等の協力を得られる地域体制の構築）、⑤中学校卒業
後の課題への対応（高等学校入学者選抜等の改善・高
等学校における長期欠席や中途退学への取り組みの充
実）、⑥学校外の公的機関等の整備充実及び活用（教
育支援センター／適応指導教室の整備充実や指針づく
り・教育センターや教育研究所等における教育相談機
能の充実・社会教育施設の体験活動プログラムの活
用）、⑦訪問型支援など保護者への支援の充実（保護
者に対する不登校理解や子育て支援・訪問型支援やＩ
Ｔ等の活用・保護者ネットワークとの連携）、⑧官民
の連携ネットワーク整備の推進（他部局との連携協力
のための連絡調整・関係機関のネットワークづくりと
不登校対策の中核的機能の整備充実・民間施設等との
連携協力のための情報収集と提供等）、のᴵ点である
（それらは『報告書』の第ᴲ章「関係機関との連携に
よる取り組み」・第ᴳ章「中学校卒業後の課題」・第ᴴ
章「教育委員会に求められる役割」の部分に該当す
る）。この中の④、⑥、⑦、⑧が地域連携の取り組み
に関連するところである。
⑶　連携モデルの概要
　『報告書』では別添資料として「不登校に対する連
携モデル」が試案として示されている。これは『報告
書』第ᴲ章「関係機関との連携による取り組み」の部
分に関する資料であり、その概要は以下のとおりであ
る。
　連携の広域中核的機能を担う広域スクーリング・サ
ポート・センタ （ーＳＳＣ）（以下、広域ＳＳＣと記述）
として都道府県の教育委員会等が想定されている。広
域ＳＳＣが担う役割として挙げられたのは、不登校に
関する基礎的調査研究、適応指導に関するモデルプロ
グラム開発、専門家等の人材バンク、学校における不
登校事例のアセスメントに関する助言指導、ＩＴの活
用及び研究、教員や指導員等の研修、不登校生徒の中
卒後の支援である。
　広域ＳＳＣの下に、地域ネットワークを支援・コー
ディネートする地域スクーリング・サポート・セン
タ （ーＳＳＣ）（以下、地域ＳＳＣと記述）が置かれる。
地域ＳＳＣは市町村の教育センターや適応指導教室が
想定されている。ここが担う役割として挙げられたの
は、家庭にひきこもりがちな児童生徒への訪問指導、
保護者への相談対応と助言、不登校児童生徒に関する
事例検討会、体験活動プログラムの実施、民間施設に
関する情報の収集と提供、ボランティア等の人材バン
クの整備、ネットワーク内の適応指導教室同士の交流
の支援、教員や指導員等の研修である。
　地域ＳＳＣが支援・コーディネートするのは適応指
導教室・民間施設やＮＰＯ・地域の人材・関係機関
等・学校との相互連携である。適応指導教室は不登校
児童生徒の在籍校や民間施設との連携を担当する。民
間施設やＮＰＯは、情報提供、教員研修等の講師、指
導計画の共同作成、体験活動プログラムの共同開発と
実施における連携を担当する。地域の人材として想定
されているのは自治会、商工会、育成会等である。関
係機関等として想定されているのは児童相談所、精神
保健福祉センター、医療機関、警察、民生児童委員、
保護司、青少年教育施設、ハローワーク等である。学
校（幼稚園・保育所・小学校・中学校・高等学校・養
護学校）はスクールカウンセラーと協働しながら他機
関と連携し、異校種間の体験入学や授業公開、学校や
学年開始時のオリエンテーション、小規模校からの入
学者に配慮した学級編成を行なうよう求められてい
る。学校に対する学校評議員の提言もこれらの連携の
中に含まれている。
　ＳＳＮ整備事業は、以上の連携事業を総合的に推進
することを目的として、平成±µ年（²°°³年）から平成
±¸年（²°°¶年）まで実施された。
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⑷　宮城県の地域連携事業
　前節⑶で紹介した「不登校に対する連携モデル」で
示された内容が、各地域でどのように実施されたかに
ついて、ここでは宮城県を例として紹介する。
　宮城県では宮城県教育研修センターを広域ＳＳＣと
位置づけた。広域ＳＳＣの担う役割として次の事柄が
挙げられた。宮城県教育委員会義務教育課指導班・宮
城県中央地域子どもセンター（児童相談所）・大学等
と連携を図って、不登校に関する調査研究を行なうこ
と。不登校児童生徒への適応指導に関するモデルプロ
グラムの開発を行なうこと。学校における不登校支
援、教員や指導員等の研修、専門家の活用、補充指導
や教育相談におけるＩＴ活用と研究、不登校生徒の中
学校卒業後の支援、その他の事業を行なうこと、であ
る。
　地域ＳＳＣとして位置づけられたのは宮城県内のᴴ
つの教育事務所（大河原・仙台・大崎・栗原・登米・
石巻・南三陸）と仙台市教育委員会であった。地域Ｓ
ＳＣは連絡協議会を組織して地域ネットワークを構築
しながら、学校・教育支援センター（適応指導教室）・
地域子どもセンター（児童相談所）・保健福祉事務所・
精神保健福祉センター・保健所・民間施設・ＮＰＯ・
民生児童委員・人権擁護委員等と連携するとされた。
取り組みの内容は、家庭にひきこもりがちな児童生徒
の訪問学習指導、保護者への相談対応と助言、教員や
指導員等の研修、不登校児童生徒に関する事例検討会
の実施、体験活動プログラムの実施、補充指導及び教
育相談におけるＩＴ活用と研究、適応指導教室同士の
交流支援、民間施設に関する情報の収集と提供、ボラ
ンティアの活用、その他の事業であり、前節 ¨ᴰ©で紹
介した『報告書』中の連携モデルに沿った内容となっ
ている。
　宮城県における地域ＳＳＣの一つと位置づけられた
仙台市教育委員会では、地域連携の実施母体として仙
台市不登校支援ネットワークを組織して地域連携事業
を展開した。その内容については次章ᴰで詳述する。
ᴰ．仙台市の地域連携事業
⑴　仙台市における地域連携構想とその背景
　仙台市の不登校支援の基本方針は、昭和µ¹年（±¹¸´
年）に設置されて平成±²年度（²°°°年度）まで継続的
に審議を重ねた仙台市登校拒否児童生徒問題等懇談会
（委員長は菊池武剋・東北大学教育学部教授 Û当時 Ý）
の基本構想と提言が土台となっている（佐藤、
²°°²）。懇談会の最終的な提言となる平成±²年度報告
「不登校児童生徒問題等への対応について」（平成±³
年ᴰ月±¶日付）の中に、不登校支援の中心的施設と位
置づけられたスクールカウンセリングセンターの構想
とともに、不登校支援の一環と位置づけられた家庭・
学校・地域社会の三者連携構想があった。スクールカ
ウンセリングセンターを中心とした教育相談システム
の構想は、平成±´年（²°°²年）の仙台市適応指導セン
ター（児遊の杜）の開設につながっている。その前年
にあたる平成±³年に適応指導センター設置準備室が仙
台市教育委員会内に置かれた段階から不登校支援にお
ける地域連携の構想があったわけで、教育委員会及び
仙台市適応指導センター（児遊の杜）の取り組むべき
課題の一つとして引き継がれることになった。
　平成±²年度報告「不登校児童生徒問題等への対応に
ついて」中の地域連携構想の骨子は次のとおりであ
る。家庭教育支援を学校教育だけに任せず、関係部局
と連携して総合的な施策として取り組むことが期待さ
れること。児童生徒の健全育成は学校だけでなく家
庭・地域社会がともに取り組むべき課題であることを
共通の認識とすること。いじめや不登校が現代社会全
体の世相を反映しているとの認識に立って、地域社会
に学校や家庭への積極的支援を期待すること。子ども
の問題を家庭で抱え込まず、広く学校や地域社会に協
力を依頼してほしいこと。家庭・学校・地域社会の三
者が開かれた関係で結ばれたとき、地域の教育力が発
揮されると考えられること。連携にあたってはそれぞ
れの関係機関の役割を明確にして、その特質を最大限
に生かすよう留意すること。これらの内容は、不登校
支援を市民全体の問題としてとらえ、不登校に対する
理解を広く浸透させて、不登校児童生徒やその保護
者・家族を孤立させず、地域全体で子どもたちの成長
支援を図ることを目指したものととらえることができ
る。
⑵　仙台市不登校支援ネットワークの立ち上げとそ
の背景
　仙台市教育委員会では、従来から地域住民やボラン
ティア団体等の参加・協力を得た社会教育や生涯学習
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等の諸事業を行なってきた経緯がある。そのため、地
域連携の接点や力となってくれる既存の人的・社会的
資源の基盤を持っていたといえよう。
　例えば、仙台市不登校支援ネットワークの中心的団
体の一つとなった仙台シニアネットクラブは、平成±°
年（±¹¹¸年）に結成された高齢者によるボランティア
団体である。この団体は、東北郵政局と仙台市教育委
員会の要請で開催された「六十歳から楽しむパソコン
教室」の講師や受講者の有志によって結成された。そ
の活動実績が買われて、やがて小・中学生や教員・保
護者らを対象としたパソコン教室を定期的に開催・支
援するようになっていた（松原、²°°±）。また、その
中心的メンバーが仙台市不登校支援ネットワークの協
力団体となった全国組織「学校と地域の融合教育研究
会」のメンバーでもあった。仙台市教育委員会にも同
研究会のメンバーがおり、さらに経済産業省が推進す
るキャリア教育の活動に関わる民間スタッフとも連携
関係があった（ハリウコミュニケーションズ株式会
社、²°°·）。そうした多面的・多層的なつながりを基
盤とした市民－学校－地域を結ぶ教育支援活動のネッ
トワークが形成されていたということである。さらに
仙台市内の教員らによる不登校支援のボランティア組
織である「ハートフルサポーター」が平成±µ年（²°°³
年）ᴴ月に発足した。これは教員が学校の外で不登校
支援のための諸活動を行なうことを目的として結成さ
れたものであり、仙台市不登校支援ネットワークが組
織された当初から協力団体として期待されていた。
　そうした背景や人的・社会的資源を活用する形で、
平成±¶年（²°°´年）ᴯ月に不登校支援のための地域連
携事業として仙台市不登校支援ネットワークが立ち上
げられた。仙台市不登校支援ネットワークは「社会情
勢に対応するために」（仙台市適応指導センター・仙
台市不登校支援ネットワーク、²°°µ¬ ð®ᴱ）、向こうᴰ
年間（平成±¶・±·・±¸年度）の活動としてスタートし
た。仙台市教育委員会では、仙台市不登校支援ネット
ワークをＳＳＮ整備事業と重ねる形で実施することと
して、事務局を仙台市適応指導センター（児遊の杜）
内に置いた。
⑶　仙台市不登校支援ネットワークの趣旨と経過
　初年度（平成±¶年度）の報告書（仙台市適応指導セ
ンター・仙台市不登校支援ネットワーク、²°°µ）に盛
り込まれた趣旨の概要は次のとおりである。目的は
「仙台市における不登校の児童生徒・保護者への支援
を行なうために、研究開発、事業企画、事業実践など
を行ない、現代的課題である不登校に係る様々な課題
の解決に寄与する」ことである。参加者は「趣旨に賛
同する市民・団体・企業・教育機関等」とされた。企
業等は「研究開発・事業実践に取り組む際の環境整備
（ハード面・ソフト面）などに社会貢献・企業ボラン
ティアの立場から支援する」とされ、大学等の教育機
関は「研究開発・事業実践にあたり、学術的な立場か
ら支援を行なう」とされた。また運営については、参
加・協力団体の代表による運営会議を年ᴯ回開催し、
さらに活動状況や成果について年ᴮ回開催される報告
会で報告するとされた。
　二年目についても初年度の趣旨を継続・踏襲する形
で運営されたが、平成±·年度の報告書（仙台市適応指
導センター・仙台市不登校支援ネットワーク、²°°¶）
では事業の展開を踏まえて趣旨や方法等について提示
し直している。趣旨は「不登校問題は社会全体で取り
組むべき課題と考え、市民・大学・企業・行政などが
それぞれの特性を生かしながら相互にパートナーとし
て融合し、一体となって不登校の児童生徒や保護者を
支援する仕組みづくりを行なう」とされた。内容とし
て「市民・民間企業・大学等に呼びかけ、趣旨に賛同
してくれる協力者を募り、仙台市不登校支援ネット
ワークを設置する。仙台市の不登校問題対策について
の方針に基づき、市内の不登校児童生徒及び保護者へ
の支援を行ない、ひいては不登校に係る様々な課題の
解決を目指す」とされた。方法としては「急激な社会
情勢の変化を鑑み、向こうᴰケ年の取り組みとする」
として「第Ⅰ期（平成±¶年度）：基盤づくり」、「第Ⅱ
期（平成±·年度）：充実期」、「第Ⅲ期（平成±¸年度）：
発展期」とᴰ年間の活動の各時期を位置づけた。
　三年目の最後の年度にあたる平成±¸年度の報告書
（仙台市適応指導センター・仙台市不登校支援ネット
ワーク、²°°·）では、平成±·年度の報告書の趣旨を踏
まえた上で諸活動の総括がなされ、平成±¹年度以降の
活動計画が示された。平成±¶年度から±¸年度までのᴰ
年間を「第一期：基盤作り・充実期」と位置づけ直し、
平成±¹年度（²°°·年度）以降のᴰ年間を「第二期：発
展期」と位置づけた上で、不登校支援ネットワークの
活動を継続させることになった。
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È±¶年 È±·年 È±¸年 È±¹・²°・²±年
第Ⅰ期
基盤づくり
第Ⅱ期
充実期
第Ⅲ期
発展期 （第　二　期）
第一期：基盤づくり・充実期（終了）　　    　 第二期：発展期（継続中）
図ᴮ　仙台市不登校支援ネットワークの展開と位置づけ
表ᴯ．平成±·年度の仙台市不登校支援ネットワークの参加団体
市民団体
仙台シニアネットクラブ
エルネット仙台
ミューズネットワーク仙台
情報のあんこ
動物介在活動ボランティアＡキューブ
あかねグループ
くりこま高原自然学校
民間企業
ハリウコミュニケーションズ株式会社
デンコードー
バディ・コミュニケーション株式会社
シャープシステムプロダクト株式会社
ＮＴＴドコモ東北
ＮＴＴ－ＭＥ東北
ＮＴＴ東日本
マイクロソフト株式会社
スカイ株式会社
ジャストシステム
橙企業株式会社オレンジフィールド
大学 宮城教育大学東北福祉大学
協力団体
仙台市ＰＴＡ協議会
日本教育工学振興会
全国適応教室連絡協議会
学校と地域の融合教育研究会
ハートフルサポーター
（参照：仙台市適応指導センター・仙台市不登校支援ネットワーク『報告書』²°°¶）
表ᴮ．平成±¶年度の仙台市不登校支援ネットワークの参加団体
市民団体
仙台シニアネットクラブ
エルネット仙台
ミューズネットワーク仙台
情報のあんこ
動物介在活動ボランティアＡキューブ
民間企業
ハリウコミュニケーションズ株式会社
デンコードー
バディ・コミュニケーション株式会社
シャープシステムプロダクト株式会社
ＮＴＴドコモ東北
ＮＴＴ－ＭＥ東北
東日本電信電話株式会社
マイクロソフト株式会社
スカイ株式会社
ジャストシステム
大学 宮城教育大学東北福祉大学
協力団体 仙台市ＰＴＡ協議会日本教育工学振興会
（参照：仙台市適応指導センター・仙台市不登校支援ネットワーク『報告書』²°°µ）
　以上の仙台市不登校支援ネットワークの年度経過を
図ᴮに整理して示した。
⑷　仙台市不登校支援ネットワークの組織
　仙台市不登校支援ネットワークの報告書（仙台市適
応指導センター・仙台市不登校支援ネットワーク、
²°°µ、²°°¶、²°°·）の内容を基に、発足時とそれ以降
の参加団体を、ボランティア団体・民間企業・大学及
び協力団体に分けて表ᴮ・表ᴯ・表ᴰに示した。年度
を追うごとに参加団体が増えていることがわかる。ボ
ランティア団体は、自然体験活動やパソコン教室など
を通した教育的支援や交流体験活動等を行なってい
る。民間企業は、情報機器等のハード面を専門とする
企業や学習支援ソフト等のソフト面を専門とする企業
等が多いことが特徴である。大学は研究・学術支援の
役割を担った。仙台市内の教員によるボランティア組
織である「ハートフルサポーター」は、発足時には参
加団体として記載されていないが、自然体験活動等の
取り組みにおいて初年度から支援活動を開始してい
る。
⑸　仙台市不登校支援ネットワークの活動内容
　仙台市不登校支援ネットワークの活動内容は多岐に
わたっており、各種の催しや研修会・講座、自然体験
活動、職場見学や職場体験等の社会体験活動、研究支
援活動、広報活動、ＩＴ学習支援活動などが挙げられ
る。平成±¶年度から±¸年度までのᴰ年間の活動内容に
ついて、仙台市不登校支援ネットワークの報告書（仙
台市適応指導センター・仙台市不登校支援ネットワー
ク、²°°µ、²°°¶、²°°·）の内容を基に編集・整理して、
表ᴱ・表ᴲ・表ᴳにまとめた。年度を追うごとに活動
内容が拡大していることがわかる。
ᴱ．考　察
⑴　不登校のとらえ方と地域連携事業について
　不登校が注目された初期には「学校恐怖症」という
呼び名が使用されることが多かったが、その後「登校
拒否」、「不登校」と呼び方が変化してきたことは周知
のとおりである。これは、不登校を少数のケースに限
定される特殊なものとする見方から、誰にでも起こり
得るという一般化した見方へと、とらえ方が変化して
きたことを反映している。こうした背景には不登校児
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表ᴰ．平成±¸年度の仙台市不登校支援ネットワークの参加団体
市民団体
仙台シニアネットクラブ
エルネット仙台
ミューズネットワーク仙台
情報のあんこ
動物介在活動ボランティアＡキューブ
あかねグループ
くりこま高原自然学校
民間企業
ハリウコミュニケーションズ株式会社
デンコードー
バディ・コミュニケーション株式会社
シャープシステムプロダクト株式会社
ＮＴＴドコモ東北
ドコモシステムエンジニアリング東北
ＮＴＴ東日本
ＩＢＭ
マイクロソフト株式会社
スカイ株式会社
ジャストシステム
橙企業株式会社オレンジフィールド
大学 宮城教育大学東北福祉大学
協力団体
仙台市ＰＴＡ協議会
日本教育工学振興会
全国適応教室連絡協議会
学校と地域の融合教育研究会
ハートフルサポーター
（参照：仙台市適応指導センター・仙台市不登校支援ネットワーク『報告書』²°°·）
童生徒数の増加があり、いじめや社会的ひきこもり
（斎藤、±¹¹¸）なども不登校と関連させて論じられる
ことが多くなった。本論ᴯ⑵で紹介したように、国が
示した「不登校に対する基本的な考え方」では、「不
登校を心の問題としてだけでなく進路の問題ととらえ
て」対応することが求められている。すなわち、不登
校を社会的自立に向けた成長・発達過程に起こる学校
適応や社会適応と関連させながら、より広い視点から
とらえる見方である。不登校は学校だけの課題ではな
く、社会全体に関わる課題であるととらえる見方の広
がりによって、地域社会における教育支援の現代的課
題として、あらためて不登校が浮かび上がったといえ
よう。
　社会的自立に向けた成長・発達の過程、あるいは適
応過程の課題として不登校をとらえたとき、本人と交
流する地域社会の人々との関わりの重要性は言うまで
もない。不登校という課題を地域社会へ開いて、理解
と支援の基盤を固めてゆくために、地域社会で課題を
共有化することが求められている。それは同時に、不
登校に限らない学校の諸課題を地域社会で共有して取
り組むことにつながるのであり、そこから児童生徒・
家庭－学校－地域の連携構造が生まれてゆくことが期
待されている。その意味で、地域住民と一緒に子育て
や教育に取り組むという時代の要請に、不登校支援に
おける地域連携活動は率先して取り組んでいると見な
すことができよう。
⑵　地域連携事業の構造について
　不登校対策における地域連携事業について、本論で
は国のＳＳＮ整備事業の概要を述べ、その具体的な実
践例として広域ＳＳＣとしての宮城県の取り組みに触
れ、地域ＳＳＣとしての仙台市の取り組みについて詳
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表ᴲ　平成±·年度の仙台市不登校支援ネットワークの活動内容
領　　域 活　　動　　内　　容
運営活動
運営会議（ᴲ¯²°，ᴯ¯ᴶ）
ハートフルサポーター発足式（ᴲ¯²¸）
活動報告会（±²¯±±）
ボランティア活動 動物介在活動（ᴳ¯²¸，±°¯²µ，±±¯ᴴ，ᴮ¯³°，ᴯ¯²¸）ギター鑑賞会（ᴯ¯²°）
自然体験活動 沢どあそべんちゃー éî 大倉（ᴴ¯³°）雪どあそべんちゃー éî 大倉（ᴯ¯ᴱ）
研修会活動
ボランティア養成講座（ᴳ¯ᴱ，±°¯²¹）
ワーキング会議（ᴴ¯²²，ᴶ¯ᴲ，ᴮ¯²³）
パソコン研修会（ᴵ¯ᴶ，ᴵ¯²´，±²¯±µ・±¶）
保護者対象パソコン研修会（ᴵ¯²·）
ケータイ安全教室（ᴮ¯±³）
研究活動 公開研究会「子どもの成長と不登校支援」（±±¯±¹）
その他の活動 ÉÔソフト等の提供・活用支援，ÉÔ機器設置等の支援，広報支援
（注：平成±·年度仙台市不登校支援ネットワーク報告書の内容を基に編集，括弧内は日付）
表ᴱ　平成±¶年度の仙台市不登校支援ネットワークの活動内容
領　　域 活　　動　　内　　容
運営活動 運営会議（ᴲ¯²·，ᴯ¯ᴮ）活動報告会（±±¯²¶）
ボランティア活動 動物介在活動（ᴶ¯ᴱ，±±¯ᴯ，ᴮ¯²°）
自然体験活動 山どあそべんちゃー éî 大倉（ᴶ¯±¸）雪どあそべんちゃー éî 大倉（ᴯ¯±±）
研修会活動
ボランティア研修会（ᴳ¯±¹，±±¯ᴳ）
ÉÔメール相談研修会（±°¯ᴶ）
パソコン研修会（±²¯±¶・±·）
母親のためのパソコン研修会（ᴯ¯²¶）
研究活動 公開研究会「スクールカウンセリングにおける学校・生徒支援の取り組み」（±²¯ᴱ）
その他の活動 ÉÔソフト等の提供・活用支援，ÉÔ機器設置等の支援，広報支援
（注：平成±¶年度仙台市不登校支援ネットワーク報告書の内容を基に編集，括弧内は日付）
しく紹介した。ＳＳＮ整備事業における広域ＳＳＣと
地域ＳＳＣは、事業の構造や役割の面から異なる部分
が大きく、一律に比較して論じることができない。地
域連携と言った場合、地域の範囲や連携の対象をどの
レベルに設定するかで、取り組みの内容も変わってく
る。広域ＳＳＣと地域ＳＳＣはその点でうまく役割分
担をしなければならないが、その際、事業としての連
携の取り組みを現実的な地域事情とどのように整合さ
せ、結合させてゆくかが大きな課題であると思われ
る。
　不登校をめぐる地域連携事業は、関係諸機関や団体
のレベルだけでなく、個人の顔が見える市民レベルに
まで連携の内実を深く浸透させる必要がある。不登校
支援は究極のところ、個々人が直接触れ合う機会を通
して、その働きかけが具体化・実体化されるからであ
る。むしろ話の順序は逆であるとも言え、地域の基盤
的要件として日常的な市民レベルの交流・連携活動が
元々存在しなければ、機関連携を含む地域連携事業の
取り組みは空回りする懸念がある。日常的な市民レベ
ルの交流・連携活動とは、個々の顔が見え、等身大の
生活感情を背景とした住民の意識や期待と融合した継
続的・持続的な活動のことであり、参加やアクセスの
容易さ、身軽さなども副次的な要件となる。つまり、
地域連携事業は、個人・家庭のレベルから団体・機関
のレベルまで、幅広い活動や交流のスペクトルを含む
ことを理解した上で、日常的な市民生活と違和感なく
溶け合う形で実施・運営されることが重要である。同
時に不登校支援は、他の教育的支援や心理的支援と同
様に、個人のライフスタイルや心情、プライバシー等
に配慮しなければならない取り組みであり、参加する
にあたっては相当の心構えや責任、見識が求められ
る。それらに留意しながら連携支援の輪を広げる必要
があるのであり、それが不登校支援における地域連携
事業の成果を左右する大きな要件ではないかと考え
る。
⑶　仙台市不登校支援ネットワークについて
　仙台市不登校支援ネットワークの立ち上げと活動の
経緯を追ってみると、既存の市民レベルのボランティ
ア活動や教育支援の交流・連携活動が存在しており、
それらと教育委員会との個人的・組織的つながりを通
しながら、いわばボトムアップ式に支援のネットワー
クが構築されていった面がうかがえる。その意味で、
組織や活動内容は当初から多面的・多層的であり、国
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表ᴳ　平成±¸年度の仙台市不登校支援ネットワークの活動内容
領　　域 活　　動　　内　　容
運営活動
運営会議（ᴲ¯²²，ᴯ¯ᴳ）
ハートフルサポーター発足式（ᴲ¯²·）
大倉ふるさとセンターオープン式（ᴴ¯ᴮ）
活動報告会（±²¯ᴶ）
ボランティア活動
プロ野球観戦（ᴴ¯±¶，ᴵ¯ᴳ）
動物介在活動（ᴶ¯²µ，±°¯²µ，±±¯²²，±²¯±³，ᴮ¯³±，ᴯ¯²¸）
音楽鑑賞会（ᴮ¯±¹）
絵画指導（ᴯ¯²¸）
自然体験活動
ドコモ大和松倉の森自然体験（ᴳᴰ）
山どあそべんちゃー éî 大倉（±°¯²±）
雪どあそべんちゃー éî 大倉（ᴯ¯±°）
研修会活動
ボランティア養成講座（ᴳ¯±·，±°¯²¸）
ワーキング会議（ᴴ¯ᴳ，ᴶ¯²¸）
パソコン研修会（ᴶ¯ᴴ～ᴶ¯²¶，±²¯±±～±²¯±µ）
幼稚園・保育所体験（±°月～±²月）
職場体験（±±¯±·，±²¯ᴮ）
職場見学（±²¯ᴲ，±²¯ᴵ，±²¯±µ）
ケータイ安全教室（ᴮ¯±¹）
保護者対象パソコン研修会（ᴯ¯²´）
研究活動 公開研究会「不登校と軽度発達障害」（±±¯±¸）宮城教育大学ÅÓÄ・ÒÃÅフォーラム「仙台市と連携した適応支援教育の取り組み」（±±¯²¹）
相談活動 進路相談会（±²¯ᴶ）
その他の活動 ÉÔソフト等の提供・活用支援
（注：平成±¸年度仙台市不登校支援ネットワーク報告書の内容を基に編集，括弧内は日付）
のＳＳＮ整備事業への対応だけを目的としてトップダ
ウン式に組織されたものでないことがわかる。そこに
地域ＳＳＣの役割を越えた仙台市不登校支援ネット
ワークの性格がうかがえる。仙台市という大規模都市
がもつ地域の人材や社会的資源が、そうした企画や事
業を可能にしたとも考えられるが、本来的にはそうし
た地域特性を生かした地域連携事業が求められている
わけであり、仙台市不登校支援ネットワークはそれを
実現化した一つのモデルと考えることができよう。
　活動内容で目立つのはＩＴ関連のものである。民間
企業からＩＴ機器の整備や学習支援ソフト等の提供が
あり、ボランティア団体によるパソコン教室の開催等
も活発に行なわれている。不登校支援ではＩＴ機器を
利用した学習支援や交流支援が求められているが、そ
れを可能にする環境整備には多額の費用と人手がかか
る。それを民間企業からの支援という形で実現を図っ
ているところが、仙台市不登校支援ネットワークの特
徴と考えられる。地域貢献活動に力を入れているＩＴ
関連企業が仙台市内にあり、日頃から教育委員会関連
の諸事業を通じて人的・組織的交流があったことが、
そうした民間企業の協力を可能にしたと考えられる。
　研究・学術支援の役割として仙台市内のᴯつの大学
が参加している。筆者が所属する宮城教育大学では、
従来から宮城県と仙台市の教育委員会の職員を客員ス
タッフとして招き、適応支援教育に関する研究活動を
行なってきた経緯がある。仙台市不登校支援ネット
ワークも適応支援教育の重要な課題と位置づけ、当初
から意見交換を行ってきたものであり、自然な流れで
仙台市不登校支援ネットワークの構成メンバーとして
合流・参加することになった。その活動の一環とし
て、宮城教育大学・仙台市教育委員会・仙台市不登校
支援ネットワークの共催の形で、不登校支援に関する
公開研究会（研究フォーラム）を毎年開催してきたと
ころである。また、仙台市不登校支援ネットワークの
事務局となっている仙台市適応指導センター（児遊の
杜）では適応指導に関する研究開発プロジェクトを進
めており、筆者も研究協力者として参加の機会を与え
ていただいている。そうした活動も不登校支援の趣旨
や活動と深い関連性をもっており、地域連携事業の多
面性・多層性に通じると考えている。
⑷　今後の課題
　不登校支援における地域連携事業として実施された
ＳＳＮ整備事業は平成±¸年度（²°°¶年度）で終了した。
そこで推進された地域連携がどのように根付き、発展
してゆくかが今後の課題となる。仙台市不登校支援
ネットワークが平成±¸年度（²°°¶年度）までのᴰ年間
を第一期（基盤づくり・充実期）と位置づけ、平成±¹
年度（²°°·年度）からのᴰ年間を第二期（発展期）と
位置づけて、活動を継続することにしたのは、その意
味で重要な決定であったと考えられる。
　これまで見てきたとおり、仙台市不登校支援ネット
ワークは、国の地域連携事業と重ね合わせながら、独
自の構想の下に企画・運営されてきた事業である。そ
こでは既存の地元のボランティア団体や民間企業等と
のつながりを基盤としていることが特徴である。地域
に根づいた人的資源や社会的資源の存在が、仙台市不
登校支援ネットワークの継続的活動を可能としてお
り、そうした地域の特性や資源が地域連携事業の推進
や持続性の大きな要件であると考えられる。言い換え
れば、地域連携事業は地域によって内容に差を生じる
可能性があるのであり、地域連携の掛け声があって
も、実情によっては事業展開が困難な地域もあると予
想される。仙台市不登校支援ネットワークは多くのボ
ランティア団体や企業、大学等が集中する仙台市の地
域特性に支えられた事業である。その内容は地域連携
事業の一つの先進的モデルと見なすことができるが、
どこにでも応用・汎化できるモデルとはいえないだろ
う。今後は、それぞれの地域における人的・社会的資
源を生かした多様な連携の形態や内容を検討・工夫し
てゆく必要がある。
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